
【参考】相続財産管理制度

相続人の存在、不存在が明らかでないとき（相続人全員が相続を放棄し、結果として相続する者が
いなくなった場合も含まれる※）には、家庭裁判所は申立てにより相続財産の管理人を選任する。

相続財産管理人は、被相続人（亡くなった方）の債権者等に対して被相続人の債務を支払うなどし
て清算を行い、清算後残った財産を国庫に帰属させる【民法第951条以下】

■申立人
利害関係人（被相続人の債権者、特定遺贈を受けた者、特別縁故者など）
検察官

■申立先
被相続人の最後の住所地の家庭裁判所

■申立てに必要な費用
収入印紙800円分、連絡用の郵便切手（申立先の家庭裁判所によって異なる）、官報公告料3,775円

■相続財産管理人
資格は必要ないが、被相続人との関係や利害関係の有無などを考慮して、相続財産を管理するのに最
も適任と認められる人が選ばれる。弁護士、司法書士等の専門職が選ばれることもある。

■相続財産管理人の報酬
原則として相続財産から支払われるが、相続財産が少なくて報酬が支払えないと見込まれる時は申立
人から報酬相当額(予納金)を裁判所に納めてもらい、それを財産管理人の報酬にすることはある。

※所有者や相続人が生死不明の場合には、失踪宣告制度（生死不明と
なっている者を死亡したものとみなす制度）がある【民法第30条以下】

出典：裁判所ホームページをもとに作成
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事前相談への対応

【 市区町村 】 【 家庭裁判所 】 【 相続財産管理人】

・事前相談（申立理由、予納金等) ・相談対応

・相続財産管理人の選任の
申立に必要な書類の作成

・相続財産管理人の選任審判
の申立書の提出

・申立書の受理
・相続財産管理人の選任審判

・相続財産管理人選任の公告

・債権※2の請求書の提出

・財産目録の作成

・相続財産の債権者・受遺者※3

確認の公告
通知

・相続人探索※4の公告
（公告期間：６ヶ月以上）

(２か月経過)

・相続人探索の申立
（相続権主張の催告）

(２か月経過)

・権限外許可の申立
・権限外許可

・不動産や株等の売却・債権の回収

・相続人がいないことが確定

提出

・相続財産管理人の報酬支払
い・予納金の返納

・報酬付与の申立
（報酬受領、職務終了）

相続財産管理人選任及び選任後の手続き（例）

※1：財産管理人の報酬は、相続財産から
支払われる。
相続財産が少なく報酬が支払えない
と見込まれる時は、申立人が予納金
として報酬相当額を裁判所に納付し
それを報酬にすることがある。

※2：債権（滞納税、略式代執行に要した
解体費用など）

債権の支払い

提出

予納金
額の
通知

・予納金の受領

・予納金の納付※1

※3：遺言により遺贈を受ける指定がされ
ている者

※4：特別縁故者（被相続人と生計を
同じくしていた者、療養看護に
努めた者など）の探索

（裁判所が相当と認めるときは、特別縁故者
の請求によって、債権の清算後残った相続
財産の全部又は一部を与えることが可能）

資料：「裁判所」ホームページ等をもとに作成
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